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1――はじめに 

 

日本では、2022 年の出生数が約 77 万人と統計開始以来はじめて 80 万人を割り込み、65 歳以上の

高齢人口は 3,627万人（高齢化率：29.0％）と過去最高となり1、急速に少子高齢化が進んでいる。 

また、団塊の世代が全て 75 歳以上となる 2025 年には全人口の 18％を後期高齢者が占め、2040 年

には 65歳以上の高齢者が全人口の 35％を占めることが予想されている2。 

この様な超高齢社会を迎える日本において、切り離せない疾患として「認知症」があげられる。日

本神経学会の認知症疾患診療ガイドライン 20173によると、最も近年では DSM-5（2013年）において、

「神経認知症領域は、複雑性注意、遂行機能、学習及び記憶、言語、知覚-運動、社会的認知の 6領域

の中から 1つ以上の認知領域で有意な低下が示され、認知の欠損によって日常生活が阻害される場合

に認知症と診断される。」と定義がなされている。4具体的には、記憶障害（通勤経路や食事した事自

体忘れる）や失語（話の内容が分かりにくい、名称が出てこない）、失認（視力は問題なく、視覚的な

情報を認識しにくい）や失行（慣れた動作ができない）などの症状が出現し、日常生活へ多大な影響

を与える。 

認知症高齢者の推定は、2012年に 462万人、2025年には 675人～730万人、およそ 5人に一人が認

知症となることが、平成 29年版高齢者白書5や内閣府、厚生労働省6等で公表されている。しかし、こ

 
1 総務省統計局（2022）「1．高齢者の人口」https://www.stat.go.jp/data/topics/topi1321.html  
2 厚生労働省（2023 年）「我が国の人口について,人口の推移、人口構造の変化」

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_21481.html  
3 認知症疾患診療ガイドライン 2017「,第 1 章 認知症全般：疫学、定義、用語」日本神経学会 

 https://www.neurology-jp.org/guidelinem/degl/degl_2017_01.pdf  
4 尚、記憶障害以外に明らかな認知機能の障害が認められない場合には、軽度認知障害（MCI）と呼ぼれる。 
5 平成 29 年版高齢社会白書（概要版）「第 1 章高齢者の状況,第 2 節高齢者の取り巻く環境の現状と動向, 

３．高齢者の健康・福祉,認知症高齢者数の推計」内閣府 

https://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2017/html/gaiyou/s1_2_3.html  
6 厚生労働省, 認知症高齢者の将来推計 https://www.mhlw.go.jp/content/001061139.pdf  

2023-07-25 

基礎研 

レポート 

令和 5 年全国将来推計人口値を

用いた全国認知症推計（全国版） 
－65歳以上の高齢者層がピークとなる 2040年には 

46.3％が認知症の可能性、共生社会の実現を－ 
 

生活研究部 研究員 乾 愛 

連絡先：(03)3512-1847  m-inui@nli-research.co.jp  

ニッセイ基礎研究所 

https://www.stat.go.jp/data/topics/topi1321.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_21481.html
https://www.neurology-jp.org/guidelinem/degl/degl_2017_01.pdf
https://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2017/html/gaiyou/s1_2_3.html
https://www.mhlw.go.jp/content/001061139.pdf
mailto:m-inui@nli-research.co.jp


 

 

2｜               ｜ニッセイ基礎研レポート 2023-07-25｜Copyright ©2023 NLI Research Institute All rights reserved 

れらのエビデンスは、2013年の特定地域における疫学的な有病率推定7や、認知症有病率が 2012年以

降一定とした場合と上昇する場合の 2パターンを仮定した際の認知症有病率の推定（2015年公表）な

ど、長らく更新されていないのが実状である。これらの推計が行われて以降も平均余命は伸び、当時

の推計における基礎数値として用いられている高齢者人口についても足元ではさらに増加している。

こうした実態を踏まえて認知症者数の実態や今後の見通しを見直すことは、国や地方の認知症施策の

検討にも資するものと思われる。 

本稿では、これらのエビデンス以降に実施された医学的評価を伴う疫学研究や新たな推定モデルの

開発がなされていないことを確認した上で、最新の人口統計等を用いて改めて全国の認知症患者数の

年次別推移の予測を試みるものである。 

 

2――推計概要 

 

２－１｜認知症有病率の推定に用いる人口データ 

本推計に用いる人口データは、2023年 4月 26日付で公表された国立社会保障・人口問題研究所の

日本の将来推計（全国版）である。男女年齢 5歳階級別人口（総人口）：出生中位（死亡中位）推計

値を用いる。（表１－９A に該当）8 

  

２－２｜認知症有病率の推定に用いる数学モデル 

まず、認知症の有病率を推定するに当たり、認知症の出現頻度を増加させる関連因子の影響を考慮

した数学モデルが必要となる。 

認知症の発生機序には、従来より年齢や性別の影響が認められている。認知症は、加齢による老化

とともに、脳内に認知症の原因となり得るたんぱく質（アミロイドβ）が蓄積されるため、高齢にな

るほど認知症の出現率が高くなる特性を有する。 

また、認知症に女性の方が多いと言われるのは、平均 50歳で閉経を迎えると、認知機能の維持や神

経細胞の保護を担っていた女性ホルモンの一つであるエストロゲンが不足し、認知機能の低下が生じ

ることが原因とされている。一般的に、女性の方が平均寿命が長いため、男性と比べて 65歳以上に占

める女性人数の割合が高いために認知症の出現率が高くなっているように見えるという指摘もある。 

さらに、近年、糖尿病と認知症との関連性が指摘されている9。糖尿病になると、糖の代謝や血糖の

恒常性を司るインスリンの働きが悪くなる。この状態になると、身体のインスリン分泌は増加する一

方で、脳のインスリンは減少し、脳細胞がエネルギーを取り込みにくくなり、インスリンが分解して

くれていた「アミロイドβ」というアルツハイマー型認知症の原因となるたんぱく質が蓄積されてし

まうことで認知症となる。 

 
7 朝田隆（2013）厚生労働科学研究費補助金認知症対策総合研究事業「都市部における認知症有病率と認知症の生活機能障

害への対応」平成 23～平成 24 年度総合研究報告書，平成 25 年（2013 年）3 月 https://www.tsukuba-

psychiatry.com/wp-content/uploads/2013/06/H24Report_Part1.pdf  
8 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（全国版）」日本の将来推計人口（令和 5 年推計）

https://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2023/pp_zenkoku2023.asp  
9 国立国際医療研究センター糖尿病情報センター（2018）「糖尿病と認知症の関係」 

 https://dmic.ncgm.go.jp/general/about-dm/070/060/01.html  

https://www.tsukuba-psychiatry.com/wp-content/uploads/2013/06/H24Report_Part1.pdf
https://www.tsukuba-psychiatry.com/wp-content/uploads/2013/06/H24Report_Part1.pdf
https://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2023/pp_zenkoku2023.asp
https://dmic.ncgm.go.jp/general/about-dm/070/060/01.html
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また、糖尿病により高血糖状態が継続されることで、脳血管に動脈硬化を引き起こし、脳が必要と

する酸素や栄養が不足する。この様な状態だと、アルツハイマー型認知症の原因となる「アミロイド

β」が蓄積されやすい環境となり、認知症となりやすくなる。 

さらに、糖尿病になると血糖を抑える治療が第一選択となるが、薬が効きすぎると、血糖値が急激

に低下し、汗やめまい、意識障害を引き起こすなどの低血糖発作と言われる状態に陥ることがある。

この状態になると、脳に供給されるはずの糖分が不足し、脳がダメージを受けることで、認知症の出

現率が 2倍高くなると報告されている。これらの機序から、糖尿病が認知症の有病率へ関与している

とされている。 

以上のことを考慮すると、認知症の有病率の推定には、年齢・性別・糖尿病の出現頻度が考慮され

ていることが重要となる。2015年 3月に公表された「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に

関する研究」（平成 26年度 総括・分担研究報告書）（以後、2015年調査と表記）10では、多変量解析

で、認知症と年齢・性・糖尿病頻度が考慮された数学モデルを構築していることから、本研究の認知

症有病率の推定に用いることが適切であると判断した。その数学モデルは図表１の通りである。 

 

 
 

２－３｜認知症有病率の推計手法 

次に、上記の人口データと数学モデルを用いて、認知症有病者数の将来推計を実施した。データの

整理と推計手順は以下の通りである。 

 

手順１． 

国立社会保障・人口問題研究所の日本の将来推計（全国版）「表１－９A 男女年齢 5 歳階級別人口

（総人口）：出生中位（死亡中位）推計」を、年次別（2020 年から 2070 年まで）、総数・男性・女性

別、年齢 5歳階級別に整理（各年次数値をデータ統合）する。 

 

手順２． 

認知症有病率推定数学モデルでは、IDF11による糖尿病増加率（日本の 20 歳～79 歳の成人における

糖尿病の頻度は 2011年から 2030年に 7.1％増加）に基づき、各年齢層の認知症有病率が 2012年以降

一定と仮定した場合と、糖尿病の頻度が 2012年から 2060年までに 20％増加すると仮定した場合の 2

 
10 厚生労働省科学研究費補助金厚生労働科学特別研究事業「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」

（平成 26年度 総括・分担研究報告書）平成 27年（2015年）3月公表 

 https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/2014/141031/201405037A/201405037A0001.pdf  
11 IDF とは、国際糖尿病連合（International Diabetes Federation；IDF）の略称である。 

https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/2014/141031/201405037A/201405037A0001.pdf
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パターンにて推定している。 

今回は、新たに用いる人口データの水準に合わせるため、2012 年から 2060 年までの 5 年次ごとに

予測された糖尿病頻度及び増加率を線形補完（関数：FORCAST）して、新たに 2065年及び 2070年の糖

尿病頻度及び増加率を算出した。 

 

手順３． 

人口データの水準に合わせる場合には、2065 年と 2070 年の認知症有病率を算出する必要があるた

め、手順２．で算出された 2065年及び 2070年の糖尿病の頻度及び増加率と、認知症有病率推定数学

モデルを用いて、5年次ごと（2012年から 2070年まで）男女別に 65歳以上 115歳までの認知症有病

率を算出した。 

 

手順４． 

手順３．で算出した認知症有病率を、中央値を用いて 5歳年齢階級別の認知症有病率に再編した。 

尚、100 歳以上の年齢区分で再編される年齢は、便宜的に男女とも 100 歳から 104 歳までの 5 年齢階

級別の中央値を用いている。年齢構成に従って女性 115歳まで、男性 110歳までを 100歳以上の数値

として再編する手法を用いても差し支えないと考えるため、各自治体、各エリアの人口構成に応じて

臨機応変に再編されたい。 

 

手順５． 

さきほど算出した 2012 年から 2070年の男女別 5 歳年齢階級別の認知症有病率の 2020年から 2070

年のデータを用いて、男女別 5歳年齢階級別の全国将来推計人口値に当てはめ、認知症有病者数の予

測値（単位：千人）を算出する。 

尚、今回は、認知症対策に要する自治体予算の限界を鑑み、早急に日常生活へ多大なる影響を及ぼ

すことが予測される認知症有病者数の推計に焦点を当てており、すぐに日常生活へ影響を及ぼすこと

のない軽度認知障害（MCI）12の患者数の推計は実施していないことにご留意いただきたい。 

 

3――推計結果 

 

３－１｜全国認知症推計（総数：2020年-2070年） 

認知症有病率推定数学モデルを用いて、認知症数の推計を実施した結果を図表２へ示す。 

推計の結果、日本全国の 65 歳以上における認知症総数は、2020 年に 964 万人、そこから年々増加

の一途を辿り、2070年には 2,828万人にまで増加することが予測される結果となった。 

 
12 軽度認知障害（MCI：Mild Cognitive Impairment）とは、記憶障害が主たる症状ではあるが、日常生活への影響はほと

んどない程度であり、認知症の前段階であるとされている。 
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３－２｜全国認知症推計（男女別：2020年-2070年） 

また、この推計値を男女別（図表３）にみると、2020 年時点における認知症数は、男性 265 万人、

女性 698万人から、男女ともに増加の一途を辿り、2070年には、男性 788万人、女性 2,040万人にま

で増加する見通しが明らかとなった。2020年からの 50年間で、男性 523万人増、女性は 1342万人増

で、男女とも約 3 倍に増加する見通しが明らかとなった。2020 年における男女別の認知症有病率は、

85 歳を超えると、男性は 51％、女性は 63％、2070 年になると、85 歳以上で男性 70％、女性 87％と

推計された。 
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３－３｜全国認知症推計（5歳年齢階級別：2020年-2070年） 

さらに、この推計値を 5歳年齢階級別（図表４）にみると、2020年時点における認知症の年齢層は、

90歳～94歳が最も多く、次いで 85歳～89歳、続いて 95歳～99歳の順で高い割合を占めていたが、

2070 年になると、人口構造の後退化に伴い、95 歳～99 歳が最も多く、次いで 90 歳～94 歳、続いて

100歳以上の順で認知症数が占める割合が高くなることが明らかとなった。 

 
 

4――考察（推計結果を受けて） 

 

今回の推計では、2020年に 964万人、そこから年々増加の一途を辿り、2070年には 2,828万人にま

で到達する推計結果が明らかとなった。 

この推計結果を、2015年調査の（各年齢の認知症有病率が 2012年以降も上昇すると仮定した場合）

認知症有病率推定数学モデルを用いて厚生労働省の全国調査により 2012 年の認知症数で補正した推

計値と比較しても、2020 年には 333 万人の乖離、2040 年には 560万人、2050 年には 866万人、1096

万人、2060 年には 1284 万人と大幅な乖離が示され、本推計結果は大幅に認知症数が多いと試算され

る結果となった。 

この大幅な乖離の要因として、１）認知症推計に用いた 65歳以上人口の違い、２）認知症有病率算

出時の年齢階級区分などの推定手順の差異、３）2012年時点の医学的診断を伴う患者数で補正有無な

どが影響していると考えられる。 

今回の推計に用いた将来推計人口（令和 5年版）は、2020年（令和 2年）の国勢調査の確定数を出

発点とする新たな全国将来推計人口値であり、平成 27年（2015年以降、以前の報告と表記）「日本に

おける認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」で用いたられた全国将来推計人口値は、2010年

の国勢調査の確定値に基づいた推計を、国立社会保障・人口問題研究所が 2012 年（平成 24 年）1 月
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に公表した全国将来推計人口値を用いていることが影響していると考えられる。 

 

 

実際に、この平成 24年と令和 5年の 65歳以上人口の差異を確認すると、2030年で 11万人、2040

年で 60万人、2050年で 120万人の乖離が生じており、高齢者の年齢調整死亡率の低下13や平均寿命の

延伸、国際人口移動仮説の効果14などにより、高齢者人口が大幅に増加したとする推計の見直しが影響

し、2015 年調査の認知症推計値よりも大幅に増加した今回の推計結果が示されたものと推定される。 

次に、2015年調査で認知症有病率の算定に用いたられた糖尿病の増加頻度及び認知症有病率は 5歳

年齢階級別に算出している一方で、今回の推計では、新たに 2060年以降の糖尿病頻度を算出する必要

がある関係で、線形補完で 2065年・2070の糖尿病頻度を算出し、1歳年齢階級別で算出した認知症有

病率を、中央値を用いて 5歳年齢階級別に再編していることから、これらの推定手順の違いが値に影

響を及ぼしている可能性がある。 

続いて、以前の推計では厚生労働省の全国調査の結果から、2012年時点における認知症数 462万人

に認知症有病率を当てはめている点も影響している可能性が否定できない。実際の認知症の診断には、

問診や身体検査、画像検査に神経学的検査を実施され、脳の萎縮の状態や認知機能検査、日常生活動

作検査などが必要となり、せん妄や健忘性障害、精神遅滞や統合失調症など区別すべき病態も多数存

在する。これらの検査を経て実際に認知症と診断に至った人数に有病率を当てはめた場合には潜在的

な患者数が反映されていないことが考えられ、過去の推定では実際よりも過小見積もりとなる可能性

 
13 内閣府（2022 年）令和 4 年高齢社会白書（全体版），第 1 章高齢化の状況（第 1 節，５高齢化の要因）（１）年齢調整死

亡率の低下による 65 歳以上人口の増加 

 https://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2022/html/zenbun/s1_1_5.html  
14 国立社会保障・人口問題研究所（2023 年）「日本の将来推計人口（令和 5 年推計）結果の概要，p11,p15」参照 

https://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2023/pp2023_gaiyou.pdf  

https://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2022/html/zenbun/s1_1_5.html
https://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2023/pp2023_gaiyou.pdf
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が生じる。 

いずれにしても、今回の推計では新たな全国将来推計人口値を用いたことで、65歳以上の高齢者層

の増加及び年齢調整死亡率の低下を加味した上で、糖尿病頻度が上昇すると仮定した理論値としては

新たに推定されたはじめての結果となる。今回の認知症有病率の推計結果が示すように、認知症と診

断されている患者数よりも、実際にはより多くの認知症の方が存在している可能性が懸念される。 

また、2040 年には 65 歳以上の高齢者層が 3928 万人とピークを迎える中で、認知症数が 1819 万人

に到達する結果が新たに推定されている。これは、65歳以上の高齢者の 46.3％を占める割合となり、

もはや無視できない疾患となるばかりか、早急な対策を講じる時期にきていることを示唆している。 

（今回の推計値はあくまでも理論値のため、実際に診断に至る認知症数は少ないと考えられる。） 

2023年 6月 14日には、共生社会の実現を推進するための認知症基本法案が参議院で可決され15、急

速な高齢化の進展に伴い認知症の人が尊厳を保持しつつ社会の一員として尊重される社会の実現を図

るため、国に認知症推進基本計画の策定を義務付け、自治体の計画策定や公共交通機関などにおける

合理的な配慮を努力義務とすることが明記された。6 月 21 日には岸田首相が、「認知症で新たな国家

プロジェクト」に取り組む姿勢を表明した16。翌日の 6月 22日には、警察庁から認知症で行方不明に

なったとする届け出が、昨年より 1,073 人増加し、延べ 1 万 8709 人とこれまでの最多を更新したと

公表された17。認知症を巡る動向が活発化しており、これらを契機に（土台にして）、認知症は誰もが

なる可能性のある状態との認識を広く国民がもち、支え合う社会を構築することが今求められている

のではないだろうか。 

今回は、全国の将来推計人口値を用いた認知症の推計を実施したが、次稿からは、地域（エリア）

ごとの人口推計値を基に認知症数の推移を推定する予定である。これらをもとに地方自治体は認知症

に関わる施策の見直しや予算配分見通しなど効果的な施策展開に着手するための基礎資料として活用

いただきたい。 

  

5――まとめ 

  

本稿では、超高齢社会を迎える日本において切り離せない「認知症」数の推移について、国立社会

保障・人口問題研究所の令和 5 年全国将来推計人口値と、加齢に伴う糖尿病頻度を考慮した認知症有

病率推定数学モデルを用いて、2020年から 2070年における年次別、男女別、5歳年齢階級別の認知症

数の推計を試みた。 

 その結果、認知症総数は 2020年に 964万人であったのが、2070年には 2,828万人へ増加、2020年

から 2070年の 50年間で、男女とも約 3倍ほど認知症総数が増加することが見込まれ、将来推計人口

値では 2040 年に高齢者総数のピークを迎えその後減少するものの、5 歳年齢階級別の認知症推計で

 
15「共生社会の実現を推進するための認知症基本法案」  

 https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_gian.nsf/html/gian/honbun/houan/g21105024.htm  
16 日本経済新聞「岸田首相「認知症で新たな国家プロジェクト」 会見要旨」（2023 年 6 月 21 日）

https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA2151G0R20C23A6000000/   
17 NHKWEB「去年 認知症などの行方不明者 全国で延べ 1 万 8700 人余 過去最多」（2023 年 6 月 22 日）

https://www3.nhk.or.jp/news/html/20230622/k10014106641000.html   

https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_gian.nsf/html/gian/honbun/houan/g21105024.htm
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA2151G0R20C23A6000000/
https://www3.nhk.or.jp/news/html/20230622/k10014106641000.html
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は、2040 年以降も一貫して 90 歳以上の年齢層においての認知症有病率の増大傾向が認められる結果

が明らかとなった。 

 また、本推計において 2040年には 65歳以上の高齢者層の 46.3％が認知症となる可能性が予測され

た。（今回の推計値はあくまでも理論値のため、実際に診断に至る人数は少ないことに留意） 

共生社会の実現を推進するための認知症基本法案の成立を契機に、認知症に起因する行方不明者の

対策や孤立化、高齢者虐待やセルフネグレクトなど山積する課題に対し、効果的な施策を展開する時

期に来ていると言える。 

次稿では、地域（エリア）ごとの将来推計人口値に基づく認知症数の推定を試みる予定である。 
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（資料１）国立社会保障・人口問題研究所の日本の将来推計（全国版） 

「表１-９A男女年齢 5歳階級別人口（総人口）：出生中位（死亡中位）」2020年-20270年の総人口 
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（資料２）国立社会保障・人口問題研究所の日本の将来推計（全国版） 

「表１-９A男女年齢 5歳階級別人口（総人口）：出生中位（死亡中位）」2020年-20270年の男性人口 
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（資料３）国立社会保障・人口問題研究所の日本の将来推計（全国版） 

「表１-９A男女年齢 5歳階級別人口（総人口）：出生中位（死亡中位）」2020年-20270年の女性人口 
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（資料４）IDFによる糖尿病頻度及び増加率の予測値（日本の 20歳～79歳の成人における糖尿病の頻

度は 2011年から 2030年に 7.1％増加）を基に、2012年から 2070年までを線形補完 

 

 

（資料５）2015年調査：厚生労働省科学研究費補助金厚生労働科学特別研究事業「日本における認知

症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平成 26年度 総括・分担研究報告書）より、認知症の有

病率との有意な正の相関がみとられた年齢、性、糖尿病頻度が考慮された数学モデル 
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（資料６）資料４の糖尿病頻度及び増加率と、資料５の性・年齢・糖尿病頻度が考慮された認知症有

病率推計数学モデルを用いて、2012年から 2070年までの男女別、65歳から 104歳までの年齢階級ご

との認知症有病率を算出【男性版】 
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（資料７）資料４の糖尿病頻度及び増加率と、資料５の性・年齢・糖尿病頻度が考慮された認知症有

病率推計数学モデルを用いて、2012年から 2070年までの男女別、65歳から 104歳までの年齢階級ご

との認知症有病率を算出【女性版】 
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（資料８）男女別認知症有病率（資料６・７）を、中央値を用いて 5歳年齢階級別に再編 

 

 

（資料９）将来推計人口値と糖尿病頻度を考慮した認知症有病率推定数学モデルにて認知症推計 
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